様式第２号（第８条関係）

事業計画書
１　団体について

	団体の名称
	ふりがな

	
	

	主な活動地域
	小学校区、旧小学校区、行政区、町名等を記載してください。（例：高瀬、岩崎など）

	
	

	主な活動内容
	補助金の申請事業ではなく、団体の通常の活動内容を記載してください。


	代　表　者
	ふりがな

	
	氏名

	
	住所（〒　　　－　　　　）



	
	電話番号
	ＦＡＸ

	担　者　者
	代表者と同一である
	　□はい　　□いいえ（下記に記入してください。）

	
	ふりがな

	
	氏名

	
	住所（〒　　　－　　　　）



	
	電話番号
	ＦＡＸ

	
	Ｅメールアドレス

	決定通知等書類の送付先
	送付先として希望する欄に☑してください。

	
	□団体所在地　　□代表者住所　　□担当者住所

	他の補助金
について
	市や市の外郭団体等から助成金や委託料を受けている（予定している）
	□はい（※）
／□いいえ

	構成員になる

条件
	

	設立年月日
	　　　　年　　月　　日

	概算支払
希望の有無
	　概算払を希望する　　　　　概算払は希望しない


※「はい」にチェックした団体のみ、下記に内容等を記載してください。
	助成金や委託料の名称
	

	担当所管名称
	


□　上記の助成金や委託料等は、この事業への充当をしません。
２　申請事業概要について
（１）申請事業名称
	


（２）申請事業の分類
	一番近いと思われるものを一つ選び、チェック（☑）をしてください。

	□対話の場づくり　　□まちの話題や情報を知らせる　　□困りごとを解決
□地域資源の活用、魅力アップ　□まちの新たなチャレンジ


（３）申請事業の目的
	何のために申請事業を実施するのかを記載してください。

	


（４）事業概要
	補助金により実施する事業の概要を記入してください。

	（例）事業名、期日、場所、連携団体名、内容



※原文は、市ホームページで公開いたしますので、事業目的がよくわかるように記入してください。
（５）報償費の必要性
	講演及び指導の内容
	

	講師及び指導者の氏名及び肩書き（既に決まっている場合）
	


※算定は、市の基準を上限とします。
（６）申請事業の効果
	申請事業によりどのような効果（地域の活性化）が期待できるかを記入してください。

	


（７）事業の継続性
	次年度以降、事業をどのように自立させ、継続させ、及び発展させていくか。以下の項目にチェックをしてください。

	□自主財源で継続予定　　　　　□この補助金を受けて継続予定
□他の制度を利用して継続予定　□中止又は休止予定　　□その他


（８）他団体との協力及び連携
この補助金の申請事業は、行政区・自治会又は（旧）小学校区内で公益的活動を行う団体（以下「公益的活動を行う団体」という。）が相互に協力し、及び連携して実施する事業です。
①協力・連携先の行政区・自治会・支館及び協力連携方法
	連携団体等名称
	

	協力・連携方法
（該当するものにチェック☑をしてください。複数選択可）
	□行政区・自治会の掲示板に、チラシ、ポスター等の掲示をしてもらう。
□行政区・自治会でチラシ等を配布してもらう。
□行政区・自治会・支館の方が、スタッフ又はお手伝いとして協力する。
□その他　※内容を具体的に記載してください。



②協力・連携先の行政区・自治会・支館以外の公益的活動を行う団体
	連携団体等名称
	

	協力・連携方法
（該当するものにチェック☑をしてください。複数選択可）
	□共同で主催（企画・運営）する（共催事業）。
□主催事業又は共催事業にスタッフ又はお手伝いとして協力してもらう。

□その他　※内容を具体的に記載してください。




（９）申請事業への地域住民の参加方法
	参加対象
	□未就学児　□児童　□青年　□壮年　□中年　□高齢者
□全世代　　□保護者

	参加方法
	□イベント等への参加　□運営スタッフ又はお手伝いとして協力　□その他

	その他
	※その他にチェックがある場合は、その内容を記入してください。



（１０）事業日程及び具体的取組
	期日
	行事名
	具体的取組

	４月
	
	

	５月
	
	

	６月
	
	

	７月
	
	

	８月
	
	

	９月
	
	

	１０月
	
	

	１１月
	
	

	１２月
	
	

	１月
	
	

	２月
	
	

	３月
	
	

	事業完了予定日
	年　　月　　日


